
別添１

令和　５年　１月３１日

協議会名：

評価対象事業名： 地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金

①運行事業者 ②事業概要
③前回（又は類似事業）の
事業評価結果の反映状況

⑥事業の今後の改善点
（特記事項を含む）

・総和中央交通株式会社
・三和交通有限会社
・諸川タクシー有限会社

デマンド交通「愛あい号」
営業区域：総和・三和地区
運行日：月曜～土曜
運行時間帯：8時～16時
　　　　　　　　（土曜は14時まで）
運賃：300～500円

昨年から引き続き、高齢者運
転免許証自主返納等支援事業
を促進した。自動車運転免許
証自主返納者に対して、コミュ
ニティバスやデマンド交通のチ
ケットを交付し、公共交通利用
者への転換・新規登録者及び
利用者の増加を図った。また、
令和５年度事業改編により古
河地区へ拡大運行することの
広報活動を実施。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた。

C

事業が計画に位置付けられた
目標を達成できなかった。
目標：平均利用者数108.3人/
日
実績：平均利用者数87.7人/日
分析：新型コロナウイルス感染
症拡大によって減少した利用
者の利用再開が進んでいな
い。

昨年度アンケートを実施した結果を
受け、ニーズを検証した結果、令和
５年度より営業区域を古河地区ま
で拡大することで、利用者の利便
性向上を図り、利用者数の増加を
狙う。
上記内容の積極的な広報活動、自
動車運転免許証を返納した高齢者
の公共交通利用への転換を促進
し、持続可能な公共交通ネットワー
クを構築する。

地方運輸局等における
二次評価結果
（関東運輸局）

令和４年度　地域公共交通確保維持改善事業・事業評価（地域公共交通計画／生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

古河市公共交通活性化会議

④事業実施の適切性 ⑤目標・効果達成状況

新型コロナウイルス感染症の影響により、１日当たりの平均利用者数の目標値は達成できなかったものの、自動車運転免許証自主返納者に対して行っている公
共交通利用への転換促進等の取組は評価できる。今後も利用者のニーズを検証し、来年度より運行エリアの拡大を図るとのことであるため、引き続き、地域に
あった移動手段となるよう努めていただきたい。
また、第三者評価委員会での有識者からの助言を、今後の検討の参考としていただきたい。
・「地域」と「事業者」と「行政」の三者で役割分担を行い、地域（住民・利用者）が主体的に関与する仕組みを構築していただきたい。
・アフターコロナ、ウィズコロナを見据え、（一度中断された）利用促進に関するイベント等を再開（実施）できるよう、行政からもバックアップしていただきたい。



令和4年1月30日

協議会名：

評価対象事業名： 地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金

①運行事業者 ②事業概要
③前回（又は類似事業）の
事業評価結果の反映状況

⑥事業の今後の改善点
（特記事項を含む）

特定非営利活動法人助け
合いなかさと

デマンド型交通「なかさと号」
営業区域：日立市中里地区（東
河内町、中深荻町、下深荻町、
入四間町）
運行日：月曜～金曜（原則）
運行時間帯：８時30分発～14
時30分発
運賃：
 中里地区内運行 １外出当たり
300円

・平成28年に策定した日立市地域公共
交通網形成計画及び、平成３１年に策
定した日立市公共交通利便増進実施
計画に基づき各種施策を実施した。
・高齢者の地区内の移動手段を確保
し、他の交通事業者との調整を図りな
がら、高齢者運転免許自主返納者へ
の回数券交付などの利用者や、交通
弱者に対する移動手段確保、利便性
の向上のための施策を図った。

A
・事業が計画に位置付けら
れたとおり、適切に実施さ
れた。

B

〇 目標
　　平成３１年度の利用者数に対し１１０%
〇 実績値
　　１日あたりの乗車人数：15人
    （H31年度比75.4％、対前年度比
116.4％）
〇 考察等
・なかさと号は、地区内の交流センターや
運動場での地域イベントに参加する方が多
く利用している。2019年12月以降に流行し
た新型コロナウイルス感染症の拡大に伴
い、令和４年度についても、地域イベントの
実施回数が戻りきっておらず、基準年度に
対しての目標値は達成できなかった。しか
し、対前年度に対しての利用者数は増加傾
向にあることから、引き続き利用の促進を
図り、山間地区にある中里地区の運転免
許を持たない交通弱者の移動手段の確
保、利便性の向上を図っていく。

・引き続き、中里地区の高齢者
や免許を持たない方の移動手段
を確保するとともに、高齢者の運
転免許自主返納者に対するな
かさと号利用回数券の交付を推
進する。
・運行区域内の医院・商店など
が年々閉業しており、区域内に
ある生活利便施設のみでは、地
域住民の生活に支障をきたして
いることから、路線バス等との連
携により、区域外施設とのアクセ
ス向上を図り、高齢者の安心・安
全な移動手段の維持・確保を
図っていく。

茨城交通㈱

系統：日立駅中央口～ｹｰｽﾞﾃﾞﾝ
ｷ日立店前～平和台霊園線
（11.2km）
運行回数：21回／日
運賃：190円～530円

・平成28年に策定した日立市地域公共
交通網形成計画及び、平成３１年に策
定した日立市公共交通利便増進実施
計画に基づき各種施策を実施した。
・地域住民、交通事業者とパートナー
シップ協定を締結して、乗車促進活動
に取り組んだ。
・乗車促進活動を行う地域の団体に対
し、活動助成金を支援し、継続的な活
動に協力した。

A
・事業が計画に位置付けら
れたとおり、適切に実施さ
れた。

B

〇 目標
　　平成３１年度の利用者数に対し１１０%
〇 実績値
　　１便あたりの乗車人数：21.8人
    （H31年度比80％、対前年度比115.3％）
〇 考察等
・当該系統を利用していた沿線企業の勤務
形態に変化（テレワークの定着化）がみら
れ、一定数の通退勤利用者が当該路線を
利用しなくなったことなどが原因となり、計
画目標値は達成できなかったと推測される
が、対前年と比較して利用者数の増加が
みられており、沿線学校・企業等への移動
手段として、幹線の交通軸と接続する交通
ネットワークを確保できた。

・利便性の高い市内南北路線維
持のため、住民主体の利用促進
活動を今後も継続する。
・パートナーシップ事業を継続
し、乗車促進活動を行う地域団
体に対し、活動助成金の支援や
アドバイス等でのサポートを継続
する。
・沿線にある企業等に対する利
用促進活動を実施していく。

令和４年度　地域公共交通確保維持改善事業・事業評価（地域公共交通計画／生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

日立市公共交通会議

④事業実施の適切性 ⑤目標・効果達成状況



茨城交通㈱

系統：おさかなセンター～
サンピア日立～大甕駅西口（学
園前）線（3.3ｋｍ）
運行回数：４回／日
運賃：150円～200円

・平成28年に策定した日立市地域公共
交通網形成計画及び、平成３１年に策
定した日立市公共交通利便増進実施
計画に基づき各種施策を実施した。
・地域住民、沿線企業及び交通事業者
等関係団体で組織するひたちＢＲＴサ
ポーターズクラブと連携し、利用促進
活動を実施した。
・当クラブが主体となり、ひたちBRTの
お絵かきコンテストを実施し、応募の
あった作品をバス車内や目的施設内
に展示することで、BRTの認知度向上
と応募者からの利用促進を図った。
・当クラブでひたちBRT時刻表を制作
し、利用者に配布したことでBRTの利
便性を向上させた。

A
・事業が計画に位置付けら
れたとおり、適切に実施さ
れた。

B

〇 目標
　　平成３１年度の利用者数に対し１１０%
〇 実績値
　　１便あたりの乗車人数：10.7人
　  （H31年度比：91.7％、対前年度比
96.1％）
〇 考察等
・当該系統のバス停となっている久慈サン
ピア日立が令和４年３月末まで施設改修工
事を行っていた関係で、工事期間中は施設
利用者がバスを利用せず、利用者数の減
少に繋がったものと推測される。計画目標
値は達成できなかったが、沿線学校・企業
等への移動手段として、幹線の交通軸と接
続する交通ネットワークを確保できた。

・運行実態を踏まえ、随時運行
内容の見直し(ダイヤの調整、JR
との接続強化など)を検討してい
くとともに、沿線住民等への利用
促進策の推進を継続して実施す
ることにより、事業の継続性や収
支の改善を図っていく。

茨城交通㈱

おさかなセンター～
サンピア日立～多賀駅前線
（8.7）ｋｍ
運行回数：43回／日
運賃：150円～480円

・平成28年に策定した日立市地域公共
交通網形成計画及び、平成３１年に策
定した日立市公共交通利便増進実施
計画に基づき各種施策を実施した。
・地域住民、沿線企業及び交通事業者
等関係団体で組織するひたちＢＲＴサ
ポーターズクラブと連携し、利用促進
活動を実施した。
・当クラブが主体となり、ひたちBRTの
お絵かきコンテストを実施し、応募の
あった作品をバス車内や目的施設内
に展示することで、BRTの認知度向上
と応募者からの利用促進を図った。
・当クラブでひたちBRT時刻表を制作
し、利用者に配布したことでBRTの利
便性を向上させた。

A
・事業が計画に位置付けら
れたとおり、適切に実施さ
れた。

B

〇 目標
　　平成３１年度の利用者数に対し１１０%。
〇 実績値
　　１便あたりの乗車人数：19.2人
　　（H31年度比85.1％、対前年度比
110.7％）
〇 考察等
・当該系統のバス停となっている久慈サン
ピア日立が令和４年３月末まで施設改修工
事を行っていた関係で、工事期間中は施設
利用者がバスを利用せず、利用者数の減
少に繋がったものと推測される。計画目標
値は達成できなかったが、沿線学校・企業
等への移動手段として、幹線の交通軸と接
続する交通ネットワークを確保できた。

・運行実態を踏まえ、随時運行
内容の見直し(ダイヤの調整、JR
との接続強化など)を検討してい
くとともに、沿線住民等への利用
促進策の推進を継続して実施す
ることにより、事業の継続性や収
支の改善を図っていく。

茨城交通㈱

おさかなセンター～多賀駅前線
（8.3ｋｍ）
運行回数：19回／日（計画変更
後）
運賃：150円～480円

・平成28年に策定した日立市地域公共
交通網形成計画及び、平成３１年に策
定した日立市公共交通利便増進実施
計画に基づき各種施策を実施した。
・地域住民、沿線企業及び交通事業者
等関係団体で組織するひたちＢＲＴサ
ポーターズクラブと連携し、利用促進
活動を実施した。
・当クラブが主体となり、ひたちBRTの
お絵かきコンテストを実施し、応募の
あった作品をバス車内や目的施設内
に展示することで、BRTの認知度向上
と応募者からの利用促進を図った。
・当クラブでひたちBRT時刻表を制作
し、利用者に配布したことでBRTの利
便性を向上させた。

A
・事業が計画に位置付けら
れたとおり、適切に実施さ
れた。

B

〇 目標
　　平成３１年度の利用者数に対し１１０%
〇 実績値
　　１便あたりの乗車人数：19.8人
    （H31年度比68.1％、対前年度比
104.3％）
〇 考察等
・当該系統は朝の通勤時間帯を運行する
系統であるが、利用者の勤務形態に変化
（テレワークの定着化）がみられ、一定数の
通退勤利用者が当該路線を利用しなくなっ
たことなどが原因となり、計画目標値は達
成できなかったと推測される。しかし、対前
年と比較して利用者数の増加がみられて
おり、沿線学校・企業等への移動手段とし
て、幹線の交通軸と接続する交通ネット
ワークを確保できた。

・運行実態を踏まえ、随時運行
内容の見直し(ダイヤの調整、JR
との接続強化など)を検討してい
くとともに、沿線住民等への利用
促進策の推進を継続して実施す
ることにより、事業の継続性や収
支の改善を図っていく。



茨城交通㈱

大甕駅西口(学園前）線～多賀
駅前線（5.4ｋｍ）
運行回数：51回／日
運賃：150円～380円

・平成28年に策定した日立市地域公共
交通網形成計画及び、平成３１年に策
定した日立市公共交通利便増進実施
計画に基づき各種施策を実施した。
・地域住民、沿線企業及び交通事業者
等関係団体で組織するひたちＢＲＴサ
ポーターズクラブと連携し、利用促進
活動を実施した。
・当クラブが主体となり、ひたちBRTの
お絵かきコンテストを実施し、応募の
あった作品をバス車内や目的施設内
に展示することで、BRTの認知度向上
と応募者からの利用促進を図った。
・当クラブでひたちBRT時刻表を制作
し、利用者に配布したことでBRTの利
便性を向上させた。

A
・事業が計画に位置付けら
れたとおり、適切に実施さ
れた。

B

〇 目標
　　平成３１年度の利用者数に対し１１０%
〇 実績値
　　１便あたりの乗車人数：12.3人
    （H31年度比87.5％、対前年度比
100.3％）
〇 考察等
・当該系統の利用者は、主に沿線の住宅
団地の居住者であり、新型コロナウイルス
感染拡大の影響により、勤務形態の変化
（テレワークの定着化）や外出機会が減少
したことで、計画目標値は達成できなかっ
た。しかし、沿線学校・企業等への移動手
段として、幹線の交通軸と接続する交通
ネットワークを確保できた。

・運行実態を踏まえ、随時運行
内容の見直し(ダイヤの調整、JR
との接続強化など)を検討してい
くとともに、沿線住民等への利用
促進策の推進を継続して実施す
ることにより、事業の継続性や収
支の改善を図っていく。

地方運輸局等における
二次評価結果
（関東運輸局）

新型コロナウイルス感染症の影響により目標達成には至らなかったが、前年度から、利用者数は回復傾向が見られるため、引き続き利用促進の取り組みを進めていただきたい。
第三者評価委員会での有識者からのコメントは下記の通り。
・現制度の赤字補填だけではバス事業者としては運行改善に向けたインセンティブ付けが弱いという議論がある中で、日立市においては事業者と自治体とで対話しながらバス路線の再編
やダイヤの見直しの議論を行い、周辺環境や行動特性の変化などに対応している点が評価できる。
・コミュバスなど自治体が主体的に運営しているものに対して地元を巻き込むということはよくあるが、民間事業者の路線バスについて「地域」と「事業者」と「行政」の三者でパートナーシッ
プ協定を締結し、役割分担を行っている点が特徴的。
・コロナの影響により、一度中断された利用促進に関するイベント等を再度再開させるにはノウハウの継承という点からも難しいので、市からもサポートをしていただきたい。



別添１

令和　5年　1月　  18日

協議会名：

評価対象事業名： 地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金

①運行事業者 ②事業概要
③前回（又は類似事業）の
事業評価結果の反映状況

⑥事業の今後の改善点
（特記事項を含む）

関東鉄道株式会社

「牛久市コミュニティバスかっぱ号」
の運行

・朝夕の通勤・通学者を対象とした
路線（3路線）
上柏田・むつみルート（朝）
系統：牛久駅東口～牛久駅東口
（8.3km）
運行回数：6回/日
運賃：170円
上柏田・むつみルート（夕）
系統：牛久駅東口～牛久駅東口
（8.7km）
運行回数：9回/日
運賃：170円
さくら台・みどり野ルート
系統：牛久駅東口～牛久駅東口
（8.0km）
運行回数：13回/日
運賃：170円

・日中の外出者を対象とした路線
（2路線）
みどり野ルート
系統：牛久駅東口～牛久駅東口
（7.8km）
運行回数：12回/日
運賃：100円
刈谷ルート
系統：牛久駅東口～牛久駅東口
（8.4km）
運行回数：6回/日
運賃：100円
※上記5ルートにて車両減価償却
費補助活用
(ノンステップバス2両)

利用実績のデータや利用者か
らの意見、鉄道ダイヤ等を分析
し、利用者の要望に対応する
ダイヤ改正等の検討を行った。

A
計画どおり、平成25年4月1
日より、全ての路線の運行
が開始された。

C

令和4年度（R3.10.1～R4.9.30）
の評価において、目標値を上
回る項目はなかった。目標未
達成の理由として、昨年度まで
と比べると、新型コロナウイル
ス感染症の影響による行動制
限も薄れつつあるものの、社
会に新しい生活様式が定着し
たことにより、コロナ以前の利
用水準には未だ戻っていない
ということが考えられる。
・利用者数
（目標値：300,000人/年以上）
（今年度実績値：233,824人/
日）
・利用者一人当たりの市の負
担額
（目標値：260円/人以下）
（今年度実績値：334円/人）
・収支率
（目標値：25％以上）
（今年度実績値：19%）

・新型コロナウイルス感染症の
影響により落ち込んだ利用者
数を回復させるため、車内の消
毒や換気等といった感染防止
対策の実施を徹底する。また、
車内の混雑が予想される便・
時間帯を公表し、公共交通利
用時における感染リスクを下げ
る取組を行う。

・かっぱ号の通勤ライナーから
2路線、日中ルートから2路線を
対象とし、利用促進を目的とし
たお試し乗車（無料乗車）を実
施する。1回当たり1か月間を実
施期間とし、沿線に居住する市
民に対し、無料乗車券を付した
公共交通利用の啓発冊子を配
布する。

・路線バス、かっぱ号、鉄道等
の路線図・時刻表を集約した公
共交通マップの作成及び配布
を行うとともに、利用促進キャ
ンペーン等を通じ広く市民に周
知して、利用者の増加を図る。

・バスロケーションシステムの
PRを継続して行う。

・利用実績データ等の調査・分
析を行い、必要に応じて計画
や目標値の変更等を検討す
る。

地方運輸局等における
二次評価結果
（関東運輸局）

令和４年度　地域公共交通確保維持改善事業・事業評価（地域公共交通計画／生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

牛久市地域公共交通会議

④事業実施の適切性 ⑤目標・効果達成状況

利用者数、利用者一人当たりの市の負担額、収支率の目標は未達成となったが、接続改善、渋滞による遅れの適正化のためダイヤ調整を実施するなど、利用者の
利便性向上に取り組まれ、前年度よりも利用者数が増加している点について評価できる。
第三者評価委員会での有識者からの助言（下記）を、今後の検討の参考としていただきたい。
・「地域」と「事業者」と「行政」の三者で役割分担を行い、地域（住民・利用者）が主体的に関与する仕組みを構築していただきたい。
・事業者と自治体との間で対話しながら、路線の再編やダイヤ、運行方法の見直しの議論を行い、周辺環境や行動特性の変化などに対応していただきたい。



別添１

令和4年12月23日

協議会名：

評価対象事業名： 地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金

①運行事業者 ②事業概要
③前回（又は類似事業）の
事業評価結果の反映状況

⑥事業の今後の改善点
（特記事項を含む）

関鉄タクシー㈱

松並タクシー㈲

㈲三妻タクシー

水海道ハイヤー㈲

石塚タクシー㈲

地方運輸局等における
二次評価結果
（関東運輸局）

令和４年度　地域公共交通確保維持改善事業・事業評価（地域公共交通計画／生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

常総市公共交通活性化協議会

④事業実施の適切性 ⑤目標・効果達成状況

ホームページにて曜日・時間帯別の混雑状況（予約の取りやすさ）を公表し市民に効率的な利用を呼びかけている点や、関係部署と連携して周知を行った点は評
価出来るが、１日平均利用者数の目標は未達成となった。
第三者評価委員会での有識者からの助言（下記）を、今後の検討の参考としていただきたい。
・事業者と自治体との間で対話しながら、路線の再編やダイヤ、運行方法の見直しの議論を行い、周辺環境や行動特性の変化などに対応していただきたい。
・「地域」と「事業者」と「行政」の三者で役割分担を行い、地域（住民・利用者）が主体的に関与する仕組みを構築していただきたい。

デマンド交通（常総市内全域） A
事業が計画に位置づけら
れたとおり，適切に実施さ
れた。

　令和3年3月に地域公共交通
計画を策定し，他の交通モード
との役割分担を図った。具体的
な連携施策は検討できていな
い。
　ホームページにて曜日・時間
帯別の混雑状況（予約の取り
やすさ）を公表し，市民にも効
率的な利用を呼びかけている
ほか，関係部署等と連携し，パ
ンフレットを配布するなど利用
促進を行った。
　しかしながら，新型コロナウイ
ルスの流行により，利用者の
増加とはならなかった。

B

目標とした1日平均利用者
数71.0人に対し，56.4人であ
り，目標を下回る結果となっ
た。

新型コロナウイルスの流行によ
る利用者減が見られるが，ふ
れあい号を必要としている市民
が安心して利用できるように引
き続き感染症対策を行い，運
行を維持・継続していく。
　地域公共交通計画に基づき，
他の交通モードでは対応でき
ないニーズを検証し，交通網の
整備を行っていく。



別添１

令和５年１月２０日

協議会名：

評価対象事業名： 地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金

①運行事業者 ②事業概要
③前回（又は類似事業）の
事業評価結果の反映状況

⑥事業の今後の改善点
（特記事項を含む）

土浦市地域公共交通活性
化協議会
（運行は関東鉄道㈱に業務
委託）

キララちゃんバス
運賃150円　※障害者・小学生
割引有り。未就学児無料

【亀城公園循環】
運行時間：7:20～19:35
系統：土浦駅西口～亀城公園
前～土浦駅西口（9.1km）
左回り：６回／日
右回り：８回／日
【霞ヶ浦循環】
運行時間：7:20～19:40
系統：土浦駅西口～霞ヶ浦湖
畔～土浦駅西口（11.9km）
左回り：６回／日
右回り：８回／日

車両減価償却費等国庫補助金
活用（ノンステップバス２台）

・利用促進調査研究として、令和４
年９月15日に「キララちゃんバス
ワークショップ」を行った。

・キララちゃんバスPRのため、沿線
の観光・飲食店情報等を掲載した
沿線MAPの作成に着手した。

・定時性を確保し、利用者の利便
性の向上および安全走行のため、
キララちゃんバスの夕方以降のダ
イヤを改正した。（15時以降毎正時
発）
あわせて、市民会館循環コース、
霞ヶ浦循環コースに早朝便を追加
するなど、ニーズに合わせた便数
の調整を行った。

A

概ね事業は適切に実施さ
れた。
利用者等アンケートの実施
については、令和５年３月
末までに行う予定。

B

令和４年度目標値
・年間乗車人数102,400人
・運賃収入14,200千円

令和４年度実績値
・年間乗車人数102,111人
（達成率99.7％）
・運賃収入13,680千円
（達成率96.3％）

新型コロナウィルス感染拡
大及びそれに伴うまん延防
止等重点措置適用の影響
が大きく、乗車数が令和３
年度に比して回復傾向はあ
るものの戻りきらず、僅かに
目標を達成できなかった。

・引き続き利用促進調査研究と
して、利用者等アンケートの実
施やワークショップを行ってい
く。

・キララちゃんバスPRのため、
沿線の観光・飲食店情報等を
掲載した沿線MAPの作成を継
続する。

・利用者に気持ちよくバスを
待ってもらうため、バス停留所
のボランティア清掃イベントを
実施する。

・キララちゃんバスに親しみを
もってもらうため、バスを活用し
たイベント等を開催する。

土浦市地域公共交通活性
化協議会
（運行は関東鉄道㈱に業務
委託）

中村南・西根南地区コミュニ
ティ交通
運行時間：8:00～17:45
運賃：200円　※障害者・小学
生割引有り。未就学児無料
系統：荒川沖駅～カスミ中村店
～霞ヶ浦医療センター
（往路：14.0km、復路：14.1km）
５往復／日

・利用ガイドブックを沿線地域住民
に全戸配布した。

・広報用ポスターを作成し、公共施
設、商業施設、医療施設等に配布
し、掲示依頼を行った。

・地元住民と利用促進、運行改善
について意見交換を行った。

・地域にコミュニティ交通を浸透さ
せるべく、広報文書を作成し、各地
区に回覧依頼した。

A 事業は適切に実施された。 C

令和４年度目標値
・年間乗車人数14,480人

令和４年度実績値
・年間乗車人数7,705人
（達成率53.2％）

年間14,480人の乗車人数
は１日往復５便、乗車人数
８人の車両では乗車率50％
に相当し、目標値の見直し
についても今後検討してい
く必要がある。

・利便性向上のためバスロケー
ションシステムを導入する。

・バスの混雑状況提供システム
を導入する。

・視認性向上のためバスラッピ
ングを行う。

・利用ガイドブックの更新

地方運輸局等における
二次評価結果
（関東運輸局）

令和４年度　地域公共交通確保維持改善事業・事業評価（地域公共交通計画／生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

土浦市地域公共交通活性化協議会

④事業実施の適切性 ⑤目標・効果達成状況

年間乗車人数及び運賃収入の目標は未達成となったが、公共交通マイ時刻表作成サービスやバスの乗り方教室の開催、広報活動など利用促進の取組を積極
的に行われ、前年度と比較し利用者数等が回復傾向にある点は評価できる。引き続き、周知活動や利便性向上の取組をされることを期待したい。
第三者評価委員会での有識者からの助言（下記）を、今後の検討の参考としていただきたい。
・「地域」と「事業者」と「行政」の三者で役割分担を行い、地域（住民・利用者）が主体的に関与する仕組みを構築していただきたい。
・事業者と自治体との間で対話しながら、路線の再編やダイヤ、運行方法の見直しの議論を行い、周辺環境や行動特性の変化などに対応していただきたい。



別添１

令和5年1月24日

協議会名：

評価対象事業名： 地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金

①運行事業者 ②事業概要
③前回（又は類似事業）の
事業評価結果の反映状況

⑥事業の今後の改善点
（特記事項を含む）

地方運輸局等における
二次評価結果
（関東運輸局）

令和４年度　地域公共交通確保維持改善事業・事業評価（地域公共交通計画／生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

龍ケ崎市地域公共交通協議会

④事業実施の適切性 ⑤目標・効果達成状況

市の広報紙に案内を掲載するなど利用促進に努めたほか、障がい者手帳アプリ「ミライロＩＤ」を利用可能にし、利用者の利便性の向上に努めた点については評
価出来るが、乗合率の目標は未達成となった。新たに事業者が加わったこともあり、元々の利用者が2事業者に分散されたのか、母数として上がっているのか下
がっているのか見えにくいため、指標の設定について工夫されることが望ましい。
また、第三者評価委員会での有識者からの助言（下記）を、今後の検討の参考としていただきたい。
・事業者と自治体との間で対話しながら、路線の再編やダイヤ、運行方法の見直しの議論を行い、周辺環境や行動特性の変化などに対応していただきたい。
・「地域」と「事業者」と「行政」の三者で役割分担を行い、地域（住民・利用者）が主体的に関与する仕組みを構築していただきたい。

・新型コロナウイルス感染症の
感染者数が増減を繰り返すな
ど、利用ニーズの減少も想定さ
れたが、利用者の移動手段の
確保と、市内における交通空
白地域が発生しないよう、感染
症対策を徹底した上で、通常
運行を継続した。
・前回の二次評価の結果を受
け、令和５年度計画においても
「乗合率」を引き続き目標に記
載することとした。

有限会社佐貫タクシー
布川交通株式会社

運行系統名：
　龍ケ崎市乗合タクシー
営業区域：
　龍ケ崎市内全域
運賃：
　500円
運行日：
　全日（1月1日～１月３日を除
く）
運行時間帯：
　８時００分（１便目）～
１８時３０分（８便目）

新型コロナウイルス感染症の
感染者数が増減を繰り返す
中、行動様式の変容により、乗
り合いによる利用が敬遠される
状況が続くと考えられる。
一方，市内に公共交通空白地
域が発生しないよう、当事業を
継続する必要があることから、
引き続き事業を継続するととも
に、事業の持続性の確保のた
め、当市にふさわしい事業の在
り方を検討していく。

事業が計画に位置付けら
れた目標を達成できない点
があった。

目標：乗合率３０．０％
実績：２４．２％（令和３年度
実績）
分析：新型コロナウイルス
感染症の影響による利用
者の減少に加え、新たに１
事業者が加わったことによ
る、利用者分散が理由とし
て考えられる。

B
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた。

A



別添１

令和5年1月13日

協議会名：

評価対象事業名： 地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金

①運行事業者 ②事業概要
③前回（又は類似事業）の
事業評価結果の反映状況

⑥事業の今後の改善点
（特記事項を含む）

関鉄グリーンバス（株）
系統名：霞ヶ浦広域バス
運行区間：玉造駅～土浦駅

令和4年度の計画については
新型コロナウイルスによる利用
状況が改善されると見込み利
用者数及び収支率目標を設定
した。
学生向けの通学定期券「ス
クールパス」の広報周知を実施
した。

A
事業が計画に位置付けら
れたとおり、適切に実施さ
れた。

B

・利用者数
目標：36,500人
実績：30,105人
・収支率
目標：67％
実績：47.7％

令和4年度実績は、コロナ
禍の影響も緩和してきたた
めか、利用者数は前年
22,300人に対し30,105人と
大きく改善された。収支に
ついては前年度7,164千円
に対し、今年度8,814千円と
こちらも改善された。いずれ
も目標値には届かなかった
ものの、前年度より回復と
いう結果となった。

・新中学生、新高校生に向け通
学乗車券「スクールパス」の広
報周知を強化し、バスの利用
促進につなげる。
・コロナ禍における安全性の確
保と広報周知を実施。

地方運輸局等における
二次評価結果
（関東運輸局）

令和４年度　地域公共交通確保維持改善事業・事業評価（地域公共交通計画／生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

かすみがうら市地域公共交通会議

④事業実施の適切性 ⑤目標・効果達成状況

バス車内におけるフリーWi-Fi整備、リアルタイムバス位置情報の提供など、利用者の利便性向上に取り組まれている点や、通学利用者に対しスクールパスを発
行し、支援と利用促進に努めている点は評価できるが、利用者数、収支率の目標は未達成となった。いずれの指標も目標値には達しなかったが、前年度実績より
利用者数、収支率ともに改善されている点は評価できる。
第三者評価委員会での有識者からの助言（下記）を、今後の検討の参考としていただきたい。
・「地域」と「事業者」と「行政」の三者で役割分担を行い、地域（住民・利用者）が主体的に関与する仕組みを構築していただきたい。
・アフターコロナ、ウィズコロナを見据え、（一度中断された）利用促進に関するイベント等を再開（実施）できるよう、行政からもバックアップしていただきたい。



別添１

令和５年１月２６日

協議会名：

評価対象事業名： 地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金

①運行事業者 ②事業概要
③前回（又は類似事業）の
事業評価結果の反映状況

⑥事業の今後の改善点
（特記事項を含む）

守谷タクシー有限会社
有限会社常陽観光タクシー
さくら住宅株式会社

デマンド乗合タクシー「みらいく
ん」
利用対象者：本市に住民登録
されている方で、一人で乗降が
可能な方
運行区域：つくばみらい市全域
　　　　　   （つくばみらい市限
定）
運行日：月～土曜日
　　　　　（12/29～1/3は運休）

運行便数：１日最大16便
　　　　　　（１回につき最大２台）

利用料金：別添「運賃表」のと
おり

予約受付：利用を希望する３運
行日前から、運行日の60分前
まで。ただし運行日の午前８時
～午前10時までについては、
前日までの予約

予約受付時間：午前８時30分
～
午後５時（運休日を除く）

①福祉関係部署と連携し、窓
口来庁者に対して利用促進を
実施。
また、免許返納担当部署とも連
携し、併せて利用促進を実施し
た。

②デマンド乗合タクシーの利用
促進を図るため、市内イベント
での周知活動、市HPによる公
共交通を活用した市外総合へ
の乗り継ぎ案内などを実施。

A
計画通り、事業は実施され
た。

A

目標である1日平均利用者
数21人に対し、21.5人の利
用となり、目標を達成した。
前年度比で総利用者数は
6633人で20人増となり、微
増であった。大人の利用者
数は前年度比で257人減少
したものの、小人・障がい
者、未就学・介助者の利用
者が277人増加した。小人・
障がい者、未就学・介助者
の利用が増えた背景には、
令和3年4月に実施した障
がい者割引の等級制限の
撤廃の周知が進んだことに
加え、令和4年4月に実施し
た妊産婦の割引対象者の
追加の効果が現れたことや
既登録者で割引の方の利
用が増えたことがあげられ
る。
前年度はコロナの感染者数
に比例し、当月及び翌月の
利用者数が減少する傾向
にあったが、今年度は感染
者数に影響されず、各月微
増減はあったものの、安定
した利用があった。

デマンド乗合タクシーの登録者
数や認知度もまだ低い状況で
あるため、広報紙や市内イベン
ト等で幅広く周知するとともに、
利用需要のある子育て世帯や
高齢者・運転免許返納者等に
対してPR活動を行い、利用促
進を図る。

地方運輸局等における
二次評価結果
（関東運輸局）

令和４年度　地域公共交通確保維持改善事業・事業評価（地域公共交通計画／生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

つくばみらい市地域公共交通会議

④事業実施の適切性 ⑤目標・効果達成状況

様々な部署と連携し利用登録を促したり、運賃割引対象者を拡充したりするなど利用促進に取り組まれ、１日平均利用者数の目標を達成されたことを評価する。
実施された取組が着実に利用者数の増加につながっており、引き続き関係部署との連携し取り組まれることを期待する。
第三者評価委員会での有識者からの助言（下記）を、今後の検討の参考としていただきたい。
・事業者と自治体との間で対話しながら、路線の再編やダイヤ、運行方法の見直しの議論を行い、周辺環境や行動特性の変化などに対応していただきたい。
・「地域」と「事業者」と「行政」の三者で役割分担を行い、地域（住民・利用者）が主体的に関与する仕組みを構築していただきたい。



別添１

令和5年1月23日

協議会名：

評価対象事業名： 地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金

①運行事業者 ②事業概要
③前回（又は類似事業）の
事業評価結果の反映状況

⑥事業の今後の改善点
（特記事項を含む）

　

地方運輸局等における
二次評価結果
（関東運輸局）

令和４年度　地域公共交通確保維持改善事業・事業評価（地域公共交通計画／生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

阿見町地域公共交通活性化協議会

④事業実施の適切性 ⑤目標・効果達成状況

運行事業者、オペレータ、事務局の三者で意見交換を行い、事業の見直しを行い、予約システムにて運行区間に応じた速度設定を行い、運行の効率化を図った点
は評価できるが、月当たり平均利用者数の目標は未達成となった。
目標は未達成となったが、前年度実績よりも月当たり平均利用者数は増加しており、利用促進や利便性向上の取組の成果が出ており評価できる。
第三者評価委員会での有識者からの助言（下記）を、今後の検討の参考としていただきたい。
・事業者と自治体との間で対話しながら、路線の再編やダイヤ、運行方法の見直しの議論を行い、周辺環境や行動特性の変化などに対応していただきたい。
・「地域」と「事業者」と「行政」の三者で役割分担を行い、地域（住民・利用者）が主体的に関与する仕組みを構築していただきたい。

(有)新町タクシー
日本貿易運輸(株)

陸上交通に関わる
地域公共交通確保維持事業
(地域内フィーダー系統)
区間：阿見町全域及び
JR荒川沖駅東口付近
デマンド型交通名：あみまるくん
運行日：月曜日～金曜日
（祝・祭日及び年末年始は運休）
運行時間：午前8時から午後5時ま
で
利用方法：電話予約

・新型コロナウイルスの影
響により一時期利用者数が
減少したが、前年度比では
増加しており利用者数は回
復基調である。

・高齢者や公共交通不便地
域の移動手段の確保につ
ながっている。

・目標である月当たり平均
利用者数912人に対し、872
人(対前年比109.2％)となっ
ている。
・利用者数は前年比増加し
ていることからコロナウイル
スによって外出を自粛する
方が減少していると思われ
る。

BA

・デマンド交通の認知度が低
いため、ウェブサイト内の利
用案内拡充や広報、自治会
への回覧等で周知促進を行
う。

・地域公共交通計画に基づ
いたデマンド交通の運行を実
施していく。

・午前の時間帯を中心に予約
お断りの件数が多いため、予
約システムにて運行区間に応
じた速度設定を行い、運行の
効率化を図った。



別添１

令和4年12月19日

協議会名：五霞町地域公共交通会議

評価対象事業名：地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金

①運行事業者 ②事業概要
③前回（又は類似事業）の
事業評価結果の反映状況

⑥事業の今後の改善点
（特記事項を含む）

朝日自動車(株)

○フィーダー系統
五霞町コミュニティ交通
・系統（路線定期運行）
朝晩ルート（江川本村～南栗
橋駅）7.4㎞
日中ルート（江川本村～ベイシ
ア）17.9km
日中ルート（江川本村～南栗
橋駅）14.6㎞
・運行回数
朝晩ルート（江川本村～南栗
橋駅）8.5回/日
日中ルート（江川本村～ベイシ
ア）3回/日
日中ルート（江川本村～南栗
橋駅）1回/日
・運賃
200円

　新型コロナウイルスの影響で
利用者が減少傾向にあるた
め、バスの認知度を上げるた
めにホームページや広報紙、
町行事などで周知活動を行っ
た。令和3年度は新型コロナウ
イルス感染防止のため、会議
やイベントの実施ができなかっ
たが、今年度は会議が実施で
き、令和4年11月の町行事に合
わせ、準備を進めてきた。

B

　ホームページや広報紙の
周知活動はできたが、会議
やイベントは一部実施でき
た。

A

目標：14,220人
実績：16,146人
　ごかりん号の利用者数
は、令和2年度までは年々
増加傾向にあったが、令和
3年度は、新型コロナウイル
スの影響で減少傾向にあっ
た。令和4年度は、令和3年
度利用者数を超える利用者
数を目標に活動してきた
が、全国的な新型コロナウ
イルスに対する規制の緩和
やホームページ、広報紙、
町行事等で周知活動を行っ
たことから、前年度に比べ
利用者数を増加させること
ができたと考える。

　現在の運行ルートは、以前に
利用調査を行い、利用度の高
い地域を走行しているため、バ
スが走行していない空白地域
が存在する。そのため、空白地
域の住民からバスを通して欲し
いという要望が寄せられてお
り、ルート、ダイヤの見直しや、
新たなシステムの導入等、改
善策を検討している。全国的に
イベント等が開催されてきてい
るため、町でもイベント等を開
催した際には、併せて、公共交
通のPR活動をしていきたい。ま
た、ホームページや広報紙で
の周知活動も引き続き行って
いきたい。

地方運輸局等における
二次評価結果
（関東運輸局）

令和４年度　地域公共交通確保維持改善事業・事業評価（地域公共交通計画／生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

④事業実施の適切性 ⑤目標・効果達成状況

ホームページや広報誌での周知やPR記事の作成、市内の祭事でのPR活動など年間を通して利用促進に取り組まれ年間利用者数の目標を達成されたことを評
価する。引き続き周知活動に取り組まれることを期待したい。
第三者評価委員会での有識者からの助言（下記）を、今後の検討の参考としていただきたい。
・事業者と自治体との間で対話しながら、路線の再編やダイヤ、運行方法の見直しの議論を行い、周辺環境や行動特性の変化などに対応していただきたい。
・「地域」と「事業者」と「行政」の三者で役割分担を行い、地域（住民・利用者）が主体的に関与する仕組みを構築していただきたい。



別添１

令和5年1月20日

協議会名： 東海村地域公共交通会議

評価対象事業名： 地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金

①補助対象事業者等 ②事業概要
③前回（又は類似事業）の
事業評価結果の反映状況

⑥事業の今後の改善点
（特記事項を含む）

地方運輸局等における
二次評価結果
（関東運輸局）

利用者数の目標は未達成となったが、運行事業者や地域の事業者と連携してイベント時に公共交通のPR活動など利用促進策を実施したり、運行ダイヤの改善に
よる利便性向上の取組を行い、前年度実績より改善され、コロナ禍前の水準に近づいている点は評価できる。
第三者評価委員会での有識者からの助言（下記）を、今後の検討の参考としていただきたい。
・事業者と自治体との間で対話しながら、路線の再編やダイヤ、運行方法の見直しの議論を行い、周辺環境や行動特性の変化などに対応していただきたい。
・「地域」と「事業者」と「行政」の三者で役割分担を行い、地域（住民・利用者）が主体的に関与する仕組みを構築していただきたい。

令和４年度　地域公共交通確保維持改善事業・事業評価（生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

④事業実施の適切性 ⑤目標・効果達成状況

茨城交通株式会社

茨城東病院線
系統：東海駅東口～茨城東病
院（5.9km）
運行回数：7回／日
運賃：170円～340円

利用状況，利用者ニーズの把
握に努め，更なる利用者の増
加を図るため，運行ダイヤの改
善に取り組むとともに，事業所
と一体となってイベント時に公
共交通のPRを行った。

A
事業が計画に位置づけられ
たとおり、適切に実施された

C

事業が計画に位置付けられ
た目標を達成できなかっ
た。

＜目標＞
・路線バスの利用者数の確
保
【全路線】
84,000人⇒78,855人（見込）
【対象路線】
50,400人⇒46,415人（見込）

＜効果＞
バス路線がなく，デマンドタ
クシーの運行時間外におい
て公共交通が空白となる地
区を解消する。

＜達成状況の分析＞
新型コロナウイルス感染拡
大の影響で，テレワークの
推進による定期利用者数の
伸び悩みや，県を跨いだ移
動を控える人が多いことで
来村者の減少等に繋がり，
目標を達成できなかった。
ただし，前年度に比べると
約8,000人増加しておりコロ
ナ禍前の水準に近づきつつ
ある。

通勤・通学での利用をさらに促
し，利用者数の増加を図るた
め，村内事業所や地域住民等
に対する啓発活動に努め，持
続可能な公共交通網の形成を
目指す。
　



別添１

令和5年1月24日

協議会名：

評価対象事業名： 地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金

①運行事業者 ②事業概要
③前回（又は類似事業）の
事業評価結果の反映状況

⑥事業の今後の改善点
（特記事項を含む）

茨城交通株式会社

路線バス　七会地区～常北地
区
①常北中学校～岩下入口
(14.2km）
②常北中学校～大網～赤沢観
音前（29.2km）
運行回数：６便/日
運賃：170円～410円

毎月実施している乗降調査を
基に需要動向を把握するととも
に以下の施策を実施。
昨年度に引き続き長距離路線
の分割（折り返し運行）を実施
（これにより折り返し運行便は
国補対象外の系統となってい
る）

A
事業が計画に位置付けら
れた通り、適切に実施され
ている。

B

1日当たりの利用者数20.0
人以上、収支率21.0％以上
の目標に対し1日当たりの
利用者数21.5人、収支率
15.8％であった。
徐々にではあるが、コロナ
禍の社会情勢の影響は緩
和されてきている。しかし、
以前は雇用調整助成金等
による営業外収益の収入
増加があったが、依然とし
てコロナ禍による営業への
影響があり、経営を圧迫し
ている。附随して原油高、
物価高の情勢が経営に影
響を与えている。

・コロナウイルス感染拡大防止
への対策は今後も続き、その
影響への対応が必要。
・今後の利用実態・ニーズを踏
まえ定期的な運行の態様の見
直しや利用啓発に努める。

地方運輸局等における
二次評価結果
（関東運輸局）

令和４年度　地域公共交通確保維持改善事業・事業評価（地域公共交通計画／生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

城里町地域公共交通会議

④事業実施の適切性 ⑤目標・効果達成状況

乗降調査を毎月実施し、利用者の需要動向を把握している点については評価できるが、１日あたりの利用者数及び収支率の目標は未達成となった。
第三者評価委員会での有識者からの助言（下記）を、今後の検討の参考としていただきたい。
・事業者と自治体との間で対話しながら、路線の再編やダイヤ、運行方法の見直しの議論を行い、周辺環境や行動特性の変化などに対応していただきたい。
・「地域」と「事業者」と「行政」の三者で役割分担を行い、地域（住民・利用者）が主体的に関与する仕組みを構築していただきたい。
・アフターコロナ、ウィズコロナを見据え、（一度中断された）利用促進に関するイベント等を再開（実施）できるよう、行政からもバックアップしていただきたい。



別添１

令和　５年　１月３０日

協議会名：

評価対象事業名： 地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金

①運行事業者 ②事業概要
③前回（又は類似事業）の
事業評価結果の反映状況

⑥事業の今後の改善点
（特記事項を含む）

関鉄グリーンバス（株）

系統名：鹿行北浦ライン
運行区間：道の駅いたこ～水
郷潮来バスターミナル・潮来
駅・延方駅・レイクエコー・麻生
庁舎～あそう温泉「白帆の湯」
（天王崎）（33.7km）
運行回数：16回/日
運賃：200円（全区間均一）

市営路線バスの再編を実施
し、広域路線バス等との乗継を
強化し、利便性向上を図るが、
コロナ禍により、新規利用者の
獲得等の取り組みについて
は、十分に実施できなかった。

A
計画どおり事業は適切に実
施された。
運行日数：３６５日

A

・年間利用者数
　目標：8,760人
　実績：9,657人
・１便あたり利用者数
　目標：2.0人/便
　実績：2.2人/便

コロナ禍による影響と思わ
れる利用の減少が見られた
ものの、目標を達成した。

「行方市地域公共交通計画」に
基づき、市民ニーズや生活圏
を考慮した市営路線バス運行
計画や広域バスの利用促進策
等を茨城県及び連携市と協議
検討し、広域路線バスの利便
性向上及び利用者数増を図
る。

関東鉄道（株）
（株）池田交通

系統名：鹿行広域バス「神宮あ
やめ白帆ライン」
運行区間：チェリオ・イオン～鹿
島神宮駅・延方駅・水郷潮来バ
スターミナル・潮来駅～麻生庁
舎（31.5km）
運行回数：18回/日
運賃：200円～500円

市営路線バスの再編を実施
し、広域路線バス等との乗継を
強化し、利便性向上を図るが、
コロナ禍により、新規利用者の
獲得等の取り組みについて
は、十分に実施できなかった。

A
計画どおり事業は適切に実
施された。
運行日数：３６５日

A

・年間利用者数
　目標：26,888人
　実績：31,333人
・１便あたり利用者数
　目標：4.6人/便
　実績：5.4人/便

コロナ禍による影響と思わ
れる利用の減少が見られた
ものの、目標を達成した。

「行方市地域公共交通計画」に
基づき、市民ニーズや生活圏
を考慮した市営路線バス運行
計画や広域バスの利用促進策
等を茨城県及び連携市と協議
検討し、広域路線バスの利便
性向上及び利用者数増を図
る。

地方運輸局等における
二次評価結果
（関東運輸局）

令和４年度　地域公共交通確保維持改善事業・事業評価（地域公共交通計画／生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

行方市地域公共交通協議会

④事業実施の適切性 ⑤目標・効果達成状況

乗継特典やバスを利用した際の商業施設等での割引が受けられる制度の導入など、当該路線の利用促進にとどまらず、他路線への乗継や近隣の商業施設等
の利用者数の増加へ誘発する仕組みなど、様々な企業等を巻き込み連携して取り組まれ、年間利用者数及び1便あたり利用者数の目標を達成されたことを評価
する。
第三者評価委員会での有識者からの助言（下記）を、今後の検討の参考としていただきたい。
・「地域」と「事業者」と「行政」の三者で役割分担を行い、地域（住民・利用者）が主体的に関与する仕組みを構築していただきたい。
・アフターコロナ、ウィズコロナを見据え、（一度中断された）利用促進に関するイベント等を再開（実施）できるよう、行政からもバックアップしていただきたい。



別添１

令和5年1月20日

協議会名：

評価対象事業名： 地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金

①運行事業者 ②事業概要
③前回（又は類似事業）の
事業評価結果の反映状況

⑥事業の今後の改善点
（特記事項を含む）

関鉄グリーンバス（株）

※申請番号（１）、（２）、（３）

系統名：広域連携路線バス（鹿
行北浦ライン）（33.7km）
運行回数：１２回／日
運賃：２００円（均一料金）

公共交通の利用促進を目的に
潮来市公共交通利用ガイドの
更新を行った。引き続き利用
ニーズ等を把握し、利用促進
の取組みとともに、ニーズに即
した運行形態へ改善を図って
いく予定。

A
計画どおり事業は適切に実
施された。
運行日数：３６５日

A

事業が計画に位置付けら
れた目標を達成した。
・利用者数
目標2.0人/便
実績2.2人/便
分析：コロナ禍による移動
制限が緩和されたことが要
因として考えられる。

「潮来市地域公共交通計画」に
基づき、引き続きニーズ等の把
握に努めつつ、関係機関と連
携しながら、利便性向上及び
利用促進の取組みを進めてい
きたい。

関東鉄道（株）
（株）池田交通

※申請番号（４）、（５）

系統名：鹿行広域バス（神宮あ
やめ白帆ライン）（31.5km）
運行回数：１６回／日
運賃：２００円～５００円

公共交通の利用促進を目的に
潮来市公共交通利用ガイドの
更新を行った。引き続き利用
ニーズ等を把握し、利用促進
の取組みとともに、ニーズに即
した運行形態へ改善を図って
いく予定。

A
計画どおり事業は適切に実
施された。
運行日数：３６５日

A

事業が計画に位置付けら
れた目標を達成した。
・利用者数
目標5.0人/便
実績5.4人/便
分析：コロナ禍による移動
制限が緩和されたことが要
因として考えられる。

「潮来市地域公共交通計画」に
基づき、引き続きニーズ等の把
握に努めつつ、関係機関と連
携しながら、利便性向上及び
利用促進の取組みを進めてい
きたい。

地方運輸局等における
二次評価結果
（関東運輸局）

令和４年度　地域公共交通確保維持改善事業・事業評価（地域公共交通計画／生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

潮来市地域公共交通活性化協議会

④事業実施の適切性 ⑤目標・効果達成状況

近隣市と連携し、広域路線バスを利用した際の特定制度により利用促進と沿線地域の活性化を図っている点や、公共交通利用ガイドの更新を行い利用促進に取
り組まれ、１便あたりの利用者数の目標を達成されたことを評価する。
第三者評価委員会での有識者からの助言（下記）を、今後の検討の参考としていただきたい。
・事業者と自治体との間で対話しながら、路線の再編やダイヤ、運行方法の見直しの議論を行い、周辺環境や行動特性の変化などに対応していただきたい。
・アフターコロナ、ウィズコロナを見据え、（一度中断された）利用促進に関するイベント等を再開（実施）できるよう、行政からもバックアップしていただきたい。



別添１

令和5年1月23日

協議会名：

評価対象事業名： 地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金

①運行事業者 ②事業概要
③前回（又は類似事業）の
事業評価結果の反映状況

⑥事業の今後の改善点
（特記事項を含む）

事業者：関鉄パープルバス
㈱

下妻市コミュニティバス
系統：ビアスパークしもつま～
小貝川ふれあい公園
下妻駅～小貝川ふれあい公園
運賃：200円
※車両減価償却費補助活用

関東鉄道主催の駅前イベント
にてバスの展示、時刻表の配
布を行い、鉄道事業者との連
携強化およびバス認知度の向
上を図った。

A
事業が計画に位置付けら
れたとおり、適切に実施さ
れた。

B

下妻市地域公共交通計画
に定める公的資金が投入さ
れている公共交通の
・利用者数：22,600人以上
・収支率：13.4％以上
の目標に対し、25,413人、
9.7%と一部目標を達成でき
た。通学利用者等に対する
モビリティマネジメントの効
果と考えられる。

収支率の向上が課題であるた
め、引き続き効果的なモビリ
ティマネジメントを実施し、公共
交通の利用を促進する。

事業者：関鉄パープルバス
㈱

筑西下妻広域連携バス
系統：下妻駅～川島駅
下妻駅～ビアスパークしもつま
～川島駅
運賃：200円
※車両減価償却費補助活用

令和４年度に入学する茨城県
内の新高校生等に対しお試し
乗車券の配布を実施。通学利
用者の新規獲得を図った。

A
事業が計画に位置付けら
れたとおり、適切に実施さ
れた。

B

下妻市地域公共交通計画
に定める公的資金が投入さ
れている公共交通の
・利用者数：22,600人以上
・収支率：13.4％以上
の目標に対し、25,413人、
9.7%と一部目標を達成でき
た。通学利用者等に対する
モビリティマネジメントの効
果と考えられる。

収支率の向上が課題であるた
め、引き続き効果的なモビリ
ティマネジメントを実施し、公共
交通の利用を促進する。

地方運輸局等における
二次評価結果
（関東運輸局）

令和４年度　地域公共交通確保維持改善事業・事業評価（地域公共交通計画／生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

下妻市地域公共交通活性化協議会

④事業実施の適切性 ⑤目標・効果達成状況

鉄道事業者と連携したイベントの実施や、高校生等に対してお試し乗車券の配布を実施するなど利用促進の取り組みを行い、利用者数の目標を達成されたこと
を評価する。収支率の目標は未達成となったが、利用促進の取組を引き続き行い、改善されることを期待する。
第三者評価委員会での有識者からの助言（下記）を、今後の検討の参考としていただきたい。
・事業者と自治体との間で対話しながら、路線の再編やダイヤ、運行方法の見直しの議論を行い、周辺環境や行動特性の変化などに対応していただきたい。
・「地域」と「事業者」と「行政」の三者で役割分担を行い、地域（住民・利用者）が主体的に関与する仕組みを構築していただきたい。



別添１

令和5年1月24日

協議会名：

評価対象事業名： 地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金

①運行事業者 ②事業概要
③前回（又は類似事業）の
事業評価結果の反映状況

⑥事業の今後の改善点
（特記事項を含む）

茨城交通株式会社

路線名：市街地循環線（平日）
申請系統名：旧市内循環
運行系統：常陸太田駅～総合
福祉会館～常陸太田駅

A
運行事業者と連携し、路線
バス全体としての利用促進
に努めた。

B

【目標】
利用人員13人/日
収支率4.8％
【実績】
利用人員10.4人/日
収支率 8.9％

茨城交通株式会社

路線名：市街地循環線（休日）
申請系統名：旧西山荘①
運行系統：常陸太田駅～西二
丁目～西山荘

A
運行事業者と連携し、路線
バス全体としての利用促進
に努めた。

C

【目標】
利用人員14人/日
収支率30.9％
【実績】
利用人員1.3人/日
収支率 8.5％

茨城交通株式会社

路線名：市街地循環線（休日）
申請系統名：旧西山荘②
運行系統：常陸太田駅～道の
駅ひたちおおた～西山荘

A
運行事業者と連携し、路線
バス全体としての利用促進
に努めた。

C

【目標】
利用人員33人/日
収支率30.8％
【実績】
利用人員1.7人/日
収支率 7.0％

茨城交通株式会社

路線名：市街地循環線（休日）
申請系統名：旧西山荘③
運行系統：道の駅ひたちおお
た～常陸太田駅～西山荘

A
運行事業者と連携し、路線
バス全体としての利用促進
に努めた。

C

【目標】
利用人員6人/日
収支率30.8％
【実績】
利用人員0.3人/日
収支率 7.3％

茨城交通株式会社

路線名：市街地循環線（休日）
申請系統名：旧西山荘④
運行系統：常陸太田駅～西山
荘～道の駅ひたちおおた

A
運行事業者と連携し、路線
バス全体としての利用促進
に努めた。

C

【目標】
利用人員8人/日
収支率30.9％
【実績】
 利用人員0.3人/日
収支率 6.6％

令和４年度　地域公共交通確保維持改善事業・事業評価（生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

常陸太田市地域公共交通活性化協議会

④事業実施の適切性 ⑤目標・効果達成状況

【全体】
　「常陸太田市地域公共交通
網形成計画」（平成28年3月策
定）、「常陸太田市地域公共交
通計画」(令和4年3月策定)に基
づき、運行事業者と連携して公
共交通マップや利用促進チラ
シの配布、市内高等学校新入
生に対する予約定期販売を継
続して実施し利用促進に努め
た。
　その他、バスの乗り方教室、
落書きバス、路線バスツアー等
を計画し、新型コロナウィルス
感染症の影響を受けながらも、
実施することができた。

【旧市内循環】
　平日に市内の商業施設や病
院を循環する系統。
運行事業者と連携し、利用促
進チラシを配布するなど、更な
る利用促進に努めた。

【旧西山荘①～④】
　土日祝日のみに常陸太田駅
や道の駅ひたちおおた、西山
荘などを循環する系統。運行
事業者と連携し、利用促進チラ
シを配布するなど、更なる利用
促進に努めた。

【全体】
　「常陸太田市地域公共交通
網形成計画」（平成28年3月策
定）、「常陸太田市地域公共交
通計画」(令和4年3月策定)に基
づき、事業者と連携し、公共交
通マップや利用促進チラシの
配布等を継続する。また、新型
コロナウィルス感染症の感染
状況を踏まえながら、乗り方教
室、路線バスツアー等を可能な
限り実施するなどの利用促進
に努める。
　今後も、効率的かつ効果的
で、利便性の高い路線バスの
運行となるよう、利用実態を踏
まえながら、必要な運行内容の
見直しを行っていく。
　
【旧市内循環】
　利用実績が低い水準で推移
していたこともあり、令和４年３
月３１日をもって廃止した。
　
【旧西山荘①～④】
　利用実績が低い水準で推移
していたこともあり、令和４年３
月３１日をもって廃止した。



別添１

①運行事業者 ②事業概要
③前回（又は類似事業）の
事業評価結果の反映状況

⑥事業の今後の改善点
（特記事項を含む）

茨城交通株式会社

路線名：幸久・河合線
申請系統名：旧中野十文字
運行系統：総合福祉会館～市
役所～中野十文字

A
運行事業者と連携し、路線
バス全体としての利用促進
に努めた。

A

【目標】
利用人員3人/日
収支率4.4％
【実績】
利用人員3.8人/日
収支率 9.8％

茨城交通株式会社

路線名：松栄・佐竹線
申請系統名：旧郡戸小学校前
運行系統：総合福祉会館～市
役所～郡戸小学校前

A
運行事業者と連携し、路線
バス全体としての利用促進
に努めた。

B

【目標】
利用人員5人/日
収支率8.7％
【実績】
利用人員2.8人/日
収支率 9.5％

茨城交通株式会社

路線名：幸久・佐竹線
申請系統名：幸久・佐竹（特例）
運行系統：常陸太田駅～総合
福祉会館～上坪

-

A
運行事業者と連携し、路線
バス全体としての利用促進
に努めた。

B

【目標】
利用人員7人/日
収支率8.8％
【実績】
利用人員4.3人/日
収支率 10.6％

【幸久・佐竹】
　令和４年４月より運行してい
る系統。収支率は10%を超える
も、利用人員は目標を下回っ
た。今後、効率的かつ効果的
で、利便性の高い路線バスの
運行となるよう、利用実態を踏
まえながら、必要な運行内容の
見直しを行っていく。

茨城交通株式会社

路線名：大藪線
申請系統名：旧大藪
運行系統：総合福祉会館～上
岩手～大藪

A
運行事業者と連携し、路線
バス全体としての利用促進
に努めた。

A

【目標】
利用人員4人/日
収支率4.5％
【実績】
利用人員5.3人/日
収支率 11.1％

茨城交通株式会社

路線名：大藪線
申請系統名：旧大藪（特例）
運行系統：総合福祉会館～上
岩手～大藪

A
運行事業者と連携し、路線
バス全体としての利用促進
に努めた。

A

【目標】
利用人員4人/日
収支率4.5％
【実績】
利用人員5.2人/日
収支率 10.9％

【大藪】
　平成28年10月の再編時に、
市民バスから路線バスへ移行
し、週２日の運行を週５日（平
日毎日）の運行とした系統。
　運行事業者と連携し、利用促
進チラシを配布するなど、更な
る利用促進に努めた。

【旧大藪】
　令和4年4月から久米・大藪線
として運行。今後も、効率的か
つ効果的で、利便性の高い路
線バスの運行となるよう、利用
実態を踏まえながら、必要な運
行内容の見直しを行っていく。

④事業実施の適切性 ⑤目標・効果達成状況

【旧中野十文字、旧郡戸小学
校前】
　平成28年10月の再編時に、
市民バスから路線バスへ移行
し、週２日の運行を週５日（平
日毎日）の運行とした系統。
　運行事業者と連携し、利用促
進チラシを配布するなど、更な
る利用促進に努めた。

【旧中野十文字、旧郡戸小学
校前】
　令和４年3月31日をもって廃
止。同地区の運行については、
令和4年4月1日から幸久・佐竹
線が担う。
　



別添１

①運行事業者 ②事業概要
③前回（又は類似事業）の
事業評価結果の反映状況

⑥事業の今後の改善点
（特記事項を含む）

茨城交通株式会社

路線名：久米・大藪線
申請系統名：久米・大藪
運行系統：総合福祉会館～久
米十文字～大藪

-

A
運行事業者と連携し、路線
バス全体としての利用促進
に努めた。

A

【目標】
利用人員4人/日
収支率4.5％
【実績】
 利用人員5.4人/日
収支率 11.3％

【久米・大藪】
　令和４年４月より「久米・大藪
線」として運行している系統。
今後も、効率的かつ効果的で、
利便性の高い路線バスの運行
となるよう、利用実態を踏まえ
ながら、必要な運行内容の見
直しを行っていく。　また、引き
続き運行事業者などと連携し、
新たな利用促進策について検
討をしていく。

茨城交通株式会社

路線名：瑞龍線
申請系統名：瑞龍浄水場
運行系統：総合福祉会館～誉
田小学校前～瑞龍浄水場

【瑞龍浄水場】
　平成28年10月の再編時に、
市民バスから路線バスに移行
した系統で、誉田小学校へ通
学するために利用。
　児童が通学する重要な系統
であるため、今後の利用状況
を注視していく。

A
運行事業者と連携し、路線
バス全体としての利用促進
に努めた。

A

【目標】
利用人員41人/日
収支率34.4％
【実績】
利用人員43.3人/日
収支率 36.7％

【瑞龍浄水場】
　今後も、効率的かつ効果的
で、利便性の高い路線バスの
運行となるよう、利用実態を踏
まえながら、必要な運行内容の
見直しを行っていく。　また、引
き続き運行事業者などと連携
し、新たな利用促進策について
検討をしていく。

茨城交通株式会社

路線名：機初線①
申請系統名：逆久保上
運行系統：総合福祉会館～は
たそめ団地中央～逆久保上

A
運行事業者と連携し、路線
バス全体としての利用促進
に努めた。

C

【目標】
利用人員82人/日
収支率32.4％
【実績】
利用人員36.7人/日
収支率 14.2％

茨城交通株式会社

路線名：機初線①
申請系統名：逆久保上（特例）
運行系統：総合福祉会館～は
たそめ団地中央～逆久保上

A
運行事業者と連携し、路線
バス全体としての利用促進
に努めた。

C

【目標】
利用人員82人/日
収支率32.4％
【実績】
利用人員45.6人/日
収支率 15.2％

茨城交通株式会社

路線名：機初線➁
申請系統名：機初小学校
運行系統：造宗～はたそめ団
地中央～機初小学校

A
運行事業者と連携し、路線
バス全体としての利用促進
に努めた。

C

【目標】
利用人員75人/日
収支率80.4％
【実績】
利用人員34.2人/日
収支率 32.8％

④事業実施の適切性 ⑤目標・効果達成状況

【逆久保上、機初小学校】
　平成28年10月の再編時に、
市民バス及びスクールバスか
ら路線バスに移行した系統で、
機初小学校へ通学するために
利用。
　児童が通学するために重要
な系統であるため、今後の利
用状況を注視していく。

【逆久保上、機初小学校】
　今後も、効率的かつ効果的
で、利便性の高い路線バスの
運行となるよう、利用実態を踏
まえながら、必要な運行内容の
見直しを行っていく。　また、運
行事業者だけでなく周辺の学
校等とも連携し、通学者等への
利用促進策について検討をし
ていく。



別添１

①運行事業者 ②事業概要
③前回（又は類似事業）の
事業評価結果の反映状況

⑥事業の今後の改善点
（特記事項を含む）

茨城交通株式会社

路線名：上宮田代線
申請系統名：上宮田代（旧特
例）
運行系統：太田営業所～久米
十文字～上宮田代

【上宮田代（旧特例）】
　金砂郷地区より常陸太田駅
周辺に接続する系統。旧金砂
郷小学校、旧久米小学校（令
和４年４月より新金砂郷小学校
へ統合）の児童が通学するた
めに利用。

A
運行事業者と連携し、路線
バス全体としての利用促進
に努めた。

C

【目標】
利用人員107人/日
収支率62.2％
【実績】
利用人員34.4人/日
収支率 19.4％

【上宮田代（旧特例）】
　令和4年4月1日から、利便増
進特例により経路が異なる３系
統が該当。

茨城交通株式会社

路線名：上宮田代線
申請系統名：上宮田代①（特
例）
運行系統：上宮田代～金砂郷
小学校入口～常陸太田駅～太
田営業所

-

A
運行事業者と連携し、路線
バス全体としての利用促進
に努めた。

C

【目標】
利用人員71人/日
収支率17.4％
【実績】
利用人員14.9人/日
収支率 13.9％

茨城交通株式会社

路線名：上宮田代線
申請系統名：上宮田代②（特
例）
運行系統：上宮田代～金砂郷
小学校～常陸太田駅～太田営
業所

-

A
運行事業者と連携し、路線
バス全体としての利用促進
に努めた。

A

【目標】
利用人員23人/日
収支率17.4％
【実績】
利用人員54.0人/日
収支率 48.7％

茨城交通株式会社

路線名：上宮田代線
申請系統名：上宮田代③（特
例）
運行系統：上宮田代～金砂郷
小学校入口～常陸太田駅～総
合福祉会館

-

A
運行事業者と連携し、路線
バス全体としての利用促進
に努めた。

C

【目標】
利用人員18人/日
収支率17.4％
【実績】
利用人員2.9人/日
収支率 11.7％

④事業実施の適切性 ⑤目標・効果達成状況

【上宮田代】
　今後も、効率的かつ効果的
で、利便性の高い路線バスの
運行となるよう、利用実態を踏
まえながら、必要な運行内容の
見直しを行っていく。　また、引
き続き運行事業者などと連携
し、新たな利用促進策について
検討をしていく。



別添１

①運行事業者 ②事業概要
③前回（又は類似事業）の
事業評価結果の反映状況

⑥事業の今後の改善点
（特記事項を含む）

茨城交通株式会社

路線名：西小沢線
申請系統名：西小沢（特例）
運行系統：道の駅ひたちおお
た～総合福祉会館～堅磐

-

A
運行事業者と連携し、路線
バス全体としての利用促進
に努めた。

C

【目標】
利用人員4人/日
収支率6.4％
【実績】
利用人員3.8人/日
収支率 12.1％

【西小沢】
　令和４年４月より運行してい
る系統。収支率は12%を超える
も、利用人員は目標を下回っ
た。今後、効率的かつ効果的
で、利便性の高い路線バスの
運行となるよう、利用実態を踏
まえながら、必要な運行内容の
見直しを行っていく。

地方運輸局等における
二次評価結果
（関東運輸局）

公共交通マップや利用促進チラシの配布、バスの乗り方教室など運行事業者と連携した利用促進に取り組まれ、利用人員及び収支率の目標を達成されたことを
評価する。一部の目標を達成出来なかった系統においても、引き続き運行事業者などと連携した利用促進や利便性の高い運行となるよう、検討をされることを期
待したい。
第三者評価委員会での有識者からの助言（下記）を、今後の検討の参考としていただきたい。
・事業者と自治体との間で対話しながら、路線の再編やダイヤ、運行方法の見直しの議論を行い、周辺環境や行動特性の変化などに対応していただきたい。
・「地域」と「事業者」と「行政」の三者で役割分担を行い、地域（住民・利用者）が主体的に関与する仕組みを構築していただきたい。

④事業実施の適切性 ⑤目標・効果達成状況



別添１

令和　5年　1月　27日

協議会名：

評価対象事業名： 地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金

①運行事業者 ②事業概要
③前回（又は類似事業）の
事業評価結果の反映状況

⑥事業の今後の改善点
（特記事項を含む）

筑波山口・桜川市役所岩瀬庁
舎間
（24.6ｋｍ）
運行回数：1,399回/365日
運賃：200円（障がい者・小学生
半額、未就学児無料）

筑波山口・地域医療センター経
由・桜川市役所岩瀬庁舎間
（30.6ｋｍ）
運行回数：1,754.5回/365日
運賃：200円（障がい者・小学生
半額、未就学児無料）

筑波山口・真壁城跡間（12.6ｋ
ｍ）
運行回数：545.5回/365日
運賃：200円（障がい者・小学生
半額、未就学児無料）

筑波山口・雨引観音経由・桜川
市役所岩瀬庁舎間（30.4ｋｍ）
運行回数：605回/121日
運賃：200円（障がい者・小学生
半額、未就学児無料）

地方運輸局等における
二次評価結果
（関東運輸局）

令和４年度　地域公共交通確保維持改善事業・事業評価（地域公共交通計画／生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

桜川市地域公共交通会議

④事業実施の適切性 ⑤目標・効果達成状況

運行実態を把握し、利用者の要望に応えて病院前等に停留所を設置するなど、利便性向上につながる運行計画の見直しやPR活動を行い利用促進に取り組ま
れ、利用者数の目標を達成されたことを評価する。収支率についてはわずかに目標値に届かなかったが、引き続き利便性向上や利用促進の取組を行うことを期
待する。
第三者評価委員会での有識者からの助言（下記）を、今後の検討の参考としていただきたい。
・「地域」と「事業者」と「行政」の三者で役割分担を行い、地域（住民・利用者）が主体的に関与する仕組みを構築していただきたい。
・アフターコロナ、ウィズコロナを見据え、（一度中断された）利用促進に関するイベント等を再開（実施）できるよう、行政からもバックアップしていただきたい。

A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた。

利用者1運行16人の目標に
対し、実績は16.8人で目標
を達成した。

収支率22％の目標に対し、
実績は21.6％で目標が達成
できなかった。（フィーダー
外系統を含む。）

B

【今後の改善点】

・運行事業者からの利用人数
報告や乗降客数の多い停留所
の利用者属性を確認する調査
等を行うことで利用実態を把握
する。また、地域住民の要望を
踏まえて運行の改善を図って
いく。

運行実態を把握し、利用者の
利便性向上につながる運行計
画の見直しを行った。

関鉄パープルバス株式会
社



別添１

令和5年1月25日

協議会名：

評価対象事業名： 地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金

①運行事業者 ②事業概要
③前回（又は類似事業）の
事業評価結果の反映状況

⑥事業の今後の改善点
（特記事項を含む）

関鉄パープルバス（株）

(1)筑西市広域連携バス
系統：下館駅北口－明野支所
前－筑波山口
運行回数：6回／日
運賃：200円

(2)筑西市広域連携バス
系統：下館駅北口－明野中学
校・茨城県西部メディカルセン
ター・廣澤美術館－筑波山口
運行回数：10回／日
運賃：200円

　利用人数が伸び悩んだ理由
の分析結果を踏まえた施策の
検討との事業評価を受けて、
以下の対策を実施した。
・新たな旅客を獲得するために
地域拠点を見直し、ルートの再
編等に取り組んだ。
・公共交通の情報を一元化した
マップの配布や、学校への出
前講座など、モビリティマネジメ
ントを実施した。
・収支率を改善するため、運賃
以外の収入源としてバス広告
（ラッピング）を実施した。

A
計画に基づき、適切に事業
を実施した。

A

事業が計画に位置付けら
れた目標を達成した。
目標：１２２人(１日当たりの
利用者数)
実績：１２４．７３人
分析：利用促進の取り組み
の効果によると考えられ
る。

・通勤通学の時間帯における
混雑解消に向けて、利用時間
帯に合わせたダイヤ改正など、
利用者のニーズに応じた改善
を進めていく。
・感染状況に応じて、地域への
出前講座やイベントを実施し、
利用促進を図る。
・中学生に向けて、高校通学に
おけるバス利用を促し、路線バ
スの利用者数の増加を図る。

地方運輸局等における
二次評価結果
（関東運輸局）

令和４年度　地域公共交通確保維持改善事業・事業評価（地域公共交通計画／生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

筑西市地域公共交通会議

④事業実施の適切性 ⑤目標・効果達成状況

ルートの再編や出前講座の開催、モビリティマネジメントの実施などの周知活動に取り組まれ、１日あたりの利用者数の目標を達成されたことを評価する。また、
目標には設定されていないが、運賃収入以外の新たな収入源の確保するためにバス広告を実施されたことも評価出来る。
第三者評価委員会での有識者からの助言（下記）を、今後の検討の参考としていただきたい。
・事業者と自治体との間で対話しながら、路線の再編やダイヤ、運行方法の見直しの議論を行い、周辺環境や行動特性の変化などに対応していただきたい。
・アフターコロナ、ウィズコロナを見据え、利用促進に関するイベント等を実施できるよう、行政からもバックアップしていただきたい。



別添１

令和5年1月16日

協議会名：

評価対象事業名： 地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金

①運行事業者 ②事業概要
③前回（又は類似事業）の
事業評価結果の反映状況

⑥事業の今後の改善点
（特記事項を含む）

茨城交通株式会社

緒川・玉川村駅線
系統：上小瀬十文字～玉川村
駅（7.2km）
計画運行日数：292日
計画運行回数：437回
運賃：200円

　「どういった目的のための
サービスなのかを明確にしたう
えで施策を多角的に検討する
こと。」「利用者向けマップや時
刻表については、利用者の気
を引くような仕掛け、工夫に心
がけること。」との評価結果を
受け、本事業の利用者は通
勤・通学目的での利用が主で
ある事から、入学前の生徒や
新入学した生徒にガイドブック
等を配布した。

A
事業が計画に位置付けら
れたとおり適切に実施され
た

B

事業が計画に位置付けら
れた目標を達成出来なかっ
た。
【目標】満足度：3.00
財政負担額：20％減
年間利用者数：874人
【実績】
満足度：2.59
財政負担額：8％減(R4見込
額）
年間利用者数：799人
【分析】人口減少や新型コ
ロナウイルス感染拡大の影
響による学校の休校等が
影響し、利用者数の減少に
繋がった。また、運送収入
の減少により市からの補填
分（財政負担額）が増加し
た。

　通勤・通学利用の更なる増加
を図るため，事業者や学校等
を通した利用促進活動に取り
組んでいく。

茨城交通株式会社

小場・村田線
系統：小場公民館～大宮駅前
（8.1km）
計画運行日数：292日
計画運行回数：438回
運賃：200円

　「どういった目的のための
サービスなのかを明確にしたう
えで施策を多角的に検討する
こと。」「利用者向けマップや時
刻表については、利用者の気
を引くような仕掛け、工夫に心
がけること。」との評価結果を
受け、本事業の利用者は通
勤・通学目的での利用が主で
ある事から、入学前の生徒や
新入学した生徒にガイドブック
等を配布した。

A
事業が計画に位置付けら
れたとおり適切に実施され
た

B

事業が計画に位置付けら
れた目標を一部達成出来
なかった。
【目標】
満足度：3.00
財政負担額：20％減
年間利用者数：876人
【実績】
満足度：2.59
財政負担額：8％減(R4見込
額)
年間利用者数：1,165人
【分析】年間利用者数の目
標は上回ることが出来た
が、人口減少や新型コロナ
ウイルス感染拡大の影響に
よる学校の休校等が影響
し、利用者数の減少に繋
がった。また、運送収入の
減少により市からの補填分
（財政負担額）が増加した。

　通勤・通学利用の更なる増加
を図るため，事業者や学校等
を通した利用促進活動に取り
組んでいく。

地方運輸局等における
二次評価結果
（関東運輸局）

令和４年度　地域公共交通確保維持改善事業・事業評価（地域公共交通計画／生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

常陸大宮市地域公共交通会議

④事業実施の適切性 ⑤目標・効果達成状況

新規利用者獲得のため、入学前の生徒や新入学した生徒にガイドブック等の配布や定期券の購入案内などに取り組まれた点は評価できるが、満足度、財政負担
額、年間利用者数の目標は一部未達成となった。小場・村田線の年間利用者数については目標を大きく達成しており、利用促進の取組の効果が出ている点は評
価できる。
第三者評価委員会での有識者からの助言（下記）を、今後の検討の参考としていただきたい。
・事業者と自治体との間で対話しながら、路線の再編やダイヤ、運行方法の見直しの議論を行い、周辺環境や行動特性の変化などに対応していただきたい。
・アフターコロナ、ウィズコロナを見据え、（一度中断された）利用促進に関するイベント等を再開（実施）できるよう、行政からもバックアップしていただきたい。



協議会名： 鹿嶋市地域公共交通活性化協議会

評価対象事業名： 地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金 令和5年1月25日

①補助対象事業者等 ②事業概要
③前回（又は類似事業）の
事業評価結果の反映状況

⑥事業の今後の改善点
（特記事項を含む）

地方運輸局等における
二次評価結果
（関東運輸局）

新高校生にお試し乗車券付きリーフレットを配布するなど、沿線自治体とも連携し利用促進に取り組まれ、１便あたりの利用者数の目標を達成され、コロナ禍前の実績
よりも利用者数が増えたことを評価する。引き続き沿線自治体と連携し、利用促進や利便性向上などに取り組むことを期待する。
第三者評価委員会での有識者からの助言（下記）を、今後の検討の参考としていただきたい。
・事業者と自治体との間で対話しながら、路線の再編やダイヤ、運行方法の見直しの議論を行い、周辺環境や行動特性の変化などに対応していただきたい。
・「地域」と「事業者」と「行政」の三者で役割分担を行い、地域（住民・利用者）が主体的に関与する仕組みを構築していただきたい。

令和４年度　地域公共交通確保維持改善事業・事業評価（生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

④事業実施の適切性 ⑤目標・効果達成状況

関東鉄道（株）
（株）池田交通

※申請番号

系統名：鹿行広域バス（神宮あ
やめ白帆ライン）
運行区間：チェリオ・イオン～鹿
島神宮駅・延方駅・水郷潮来バ
スターミナル・潮来駅～麻生庁
舎
運行回数：16便/日
運賃：200円～500円

コロナ禍による影響が小さく
なったこと，また，運行区間内
自治体での利用促進策が功を
奏し，コロナ禍前の実績を超え
るようになった。

A
計画どおり，適切に実施さ
れた。

A

・利用者数
目標 5.1人/便
実績 5.36人/便
コロナ禍による利用減少か
ら回復し，目標を達成。

利用者ニーズ等の把握に努
め，関係機関と利用促進策を
協議していく。その上で，次期
計画である「鹿嶋市地域公共
交通計画」での位置づけを検
討する。



別添１

令和5年1月27日

協議会名：

評価対象事業名： 地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金

①運行事業者 ②事業概要
③前回（又は類似事業）の
事業評価結果の反映状況

⑥事業の今後の改善点
（特記事項を含む）

関東鉄道(株)

稲敷エリア広域バス
系統：江戸崎～ひたち野うしく駅22.9
（km）
運行回数：5回/平日、4回/休日
運賃：170～820円

　学生向けの通学定期券補助制
度の認知度を上げるため、市内
中学3年生へのチラシ配布や広
報誌での周知活動を行った。
　利用者からの要望等を踏ま
え、利便性向上や再編等につい
て検討を行った。

A
　事業が計画に位置づけ
られたとおり、適切に実施
された。

B

　計画に位置付けられた事業が目
標を達成できていない点があった。
目標：5.0人/便
実績：3.4人/便 (R3:2.6人/便)
分析：前年度より増加したものの、
目標を達成できなかった。

　令和４年３月に策定した「稲敷市地
域公共交通計画」に基づき、関係する
市や事業者と連携し、ルート再編や利
用促進策の検討を行い、持続可能な
路線バス運行を目指す。
　通学定期券補助制度の継続と更な
る周知を図る。

晃進物流(株)

桜東バス：新利根神崎線
系統：①JA稲敷直売所～(道の駅経
由)～下総神崎線32.1(km)②JA稲敷
直売所～(道の駅経由無し)～下総神
崎線28.2(km)③JA稲敷直売所～幸
田車庫21.8(km)
運賃：170～510円
※車両減価償却費補助活用（ノンス
テップバス2両）

　学生向けの通学定期券補助制
度の認知度を上げるため、市内
中学3年生へのチラシ配布や広
報誌での周知活動を行った。
　利用状況等から、更なる利用
者増加を図るため運行ダイヤの
改善検討を行った。

A
　事業が計画に位置づけ
られたとおり、適切に実施
された。

A

　計画に位置付けられた事業が目
標を達成した。
目標：2.4人/便
実績：2.9人/便 (R3:2.1人/便)
分析：定期券補助等の取組みにより
増加し、目標を達成できた。

　令和４年３月に策定した「稲敷市地
域公共交通計画」に基づき、事業者と
連携して、沿線住民等への利用促進
策の推進を行い、更なる利用者増加
を図る。
　通学定期券補助制度の継続と更な
る周知を図る。

ブルーバス(株)

ブルーバス浮島線
系統：江戸崎～パルナ前23.4（km）
運行回数：7回/平日、4回/休日
運賃：170～490円
※車両減価償却費補助活用（ノンス
テップバス1両）

　学生向けの通学定期券補助制
度の認知度を上げるため、市内
中学3年生へのチラシ配布や広
報誌での周知活動を行った。
　ショッピングセンターや結節点
等に時刻表を配置し、利用促進
を図った。

A
　事業が計画に位置づけ
られたとおり、適切に実施
された。

C

　計画に位置付けられた事業が目
標を達成できなかった。
目標：2.4人/便
実績：1.2人/便 (R3:1.9人/便)
分析：令和3年4月から小学校統廃
合に伴うスクールバス化により、小
学生のバス通学減少が影響したと
考えられる。

　令和４年３月に策定した「稲敷市地
域公共交通計画」に基づき、事業者と
連携し、効果的なダイヤ再編の検討
や沿線住民等への利用促進策の推
進を継続的に実施し、利用者増加を
図る。
　通学定期券補助制度の継続と更な
る周知を図る。

あずまコミュニティバス：通学快速
系統：幸田車庫～東支所10.9（km）
運行回数：3回/平日
運賃：200円

あずまコミュニティバス：月・木ルート
系統：幸田車庫～下須田～パルナ
28.7（km）
運行回数：3回/平日
運賃：200～400円

あずまコミュニティバス：火・金ルート
系統：幸田車庫～佐原組新田～パル
ナ24.0（km）
運行回数：3回/平日
運賃：200～400円

あずまコミュニティバス：水ルート
系統：幸田車庫～新橋～パルナ24.8
（km）
運行回数：3回/平日
運賃：200～400円

地方運輸局等における
二次評価結果
（関東運輸局）

広報誌やチラシの配布、商業施設等にバスの時刻表を掲示するなど利用促進に取り組まれたについては評価できるが、一部系統を除き１便あたりの利用者数の目標は未達成となっ
た。
昨年度より実施された学生向けの補助制度により、前年同時期での申請者数が増加し、自家用車での送迎から路線バス利用へ転換している方もいる点は評価できるため、周知活動
など継続して実施されることを期待する。
第三者評価委員会での有識者からの助言（下記）を、今後の検討の参考としていただきたい。
・事業者と自治体との間で対話しながら、路線の再編やダイヤ、運行方法の見直しの議論を行い、周辺環境や行動特性の変化などに対応していただきたい。
・アフターコロナ、ウィズコロナを見据え、（一度中断された）利用促進に関するイベント等を再開（実施）できるよう、行政からもバックアップしていただきたい。

C

　計画に位置付けられた事業が目
標を達成できなかった。
目標：各ルート     　　2.4人/便
実績：通学快速　　  　0.0人/便
　　　　月・木ルート  　0.5人/便
　　　　火・金ルート  　0.2人/便
　　　　水ルート　　　 　0.3人/便
分析：商業施設への移動手段として
一定の効果はあったが、新型コロナ
ウイルス感染症の影響により、移動
需要が減少したことが要因であると
考えられる。

令和４年度　地域公共交通確保維持改善事業・事業評価（地域公共交通計画／生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

稲敷市地域公共交通活性化協議会

④事業実施の適切性 ⑤目標・効果達成状況

稲敷市

　見直しが急務であったあずまコ
ミュニティバスについて、利用者
増加や利便性向上を目的として
民生・児童委員等と意見交換を
行い、再編の検討を行った。

A
　事業が計画に位置づけ
られたとおり、適切に実施

された。

　令和４年３月に「稲敷市地域公共交
通計画」を策定した。
　計画に基づき路線再編の検討を行
うとともに、利用者等との意見交換を
重ねた結果、令和５年４月１日付で全
ルートの再編を実施し、利用者増加と
利便性向上を図る。（通学快速につい
ては利用無いため廃止）

　新ルート運行に際し、市ホームペー
ジや広報誌への掲載、沿線地区への
時刻表配布を行い、周知徹底を行う。

　再編実施後も、利便性の高いバス
運行となるよう、毎月の乗車実績等を
踏まえながら、必要な見直しを行って
いく。



別添１

令和5年1月30日

協議会名：

評価対象事業名： 地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金

①運行事業者 ②事業概要
③前回（又は類似事業）の
事業評価結果の反映状況

⑥事業の今後の改善点
（特記事項を含む）

守谷市地域公共交通活性
化協議会(運行主体：守谷
タクシー有限会社、関鉄タ
クシー株式会社、小川交通
有限会社、株式会社守谷
福祉協会）

守谷市デマンド乗合交通
営業区域：市内全域
月曜から土曜日、祝日
運行時間：8：00～16：30
運賃：300円（障害者手帳及び
療育手帳保持者は２００円）

広報にて定期的に周知を行う
とともに、警察にもチラシ等で
デマンド乗合交通及び高齢者
運転免許自主返納支援事業の
案内を行っていただき利用促
進を図った。

A
事業が計画に位置付けら
れた通り適切に実施され
た。

A

目標は年間利用者数14000
人以上のところ、実利用者
数17610人で目標を達成し
た。令和３年度から利用者
数の大幅な増加があった
が、新型コロナウイルスの
影響が小さくなり移動需要
が復活したことが原因と考
えている。

感染防止策を実施しつつ、広
報等における周知及び高齢者
運転免許自主返納支援事業と
連携して利用促進を図る。

地方運輸局等における
二次評価結果
（関東運輸局）

令和４年度　地域公共交通確保維持改善事業・事業評価（地域公共交通計画／生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

守谷市地域公共交通活性化協議会

④事業実施の適切性 ⑤目標・効果達成状況

利用者のニーズに合わせ休憩時間を変更したり、関係機関と連携した周知活動などに取り組まれ、年間利用者数の目標を大きく達成されたことを評価する。ま
た、障がいをお持ちの方にも多く利用されている点についても評価できる。
第三者評価委員会での有識者からの助言（下記）を、今後の検討の参考としていただきたい。
・事業者と自治体との間で対話しながら、路線の再編やダイヤ、運行方法の見直しの議論を行い、周辺環境や行動特性の変化などに対応していただきたい。
・「地域」と「事業者」と「行政」の三者で役割分担を行い、地域（住民・利用者）が主体的に関与する仕組みを構築していただきたい。



別添１

令和5年1月18日

協議会名：高萩市地域公共交通会議

評価対象事業名： 地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金

①運行事業者 ②事業概要
③前回（又は類似事業）の
事業評価結果の反映状況

⑥事業の今後の改善点
（特記事項を含む）

高萩市地域公共交通会議

山間地域や市街地空白地域にお
いて、需要に応じて運行するデマン
ド型乗合タクシーを導入し、公共交
通空白地域の解消を図る。

【デマンド型乗合タクシー（山間地
域）】
運行区域：山間地域
運行日：月曜～金曜（祝日、年末年
始運休）
運行時間帯：８時００分～１８時３０
分
運行本数：８便／日
運賃：４００円／回

【デマンド型乗合タクシー（高戸常
磐線東・赤浜地区）】
運行区域：高戸常磐線東・赤浜地
区
運行日：月曜、水曜、金曜（祝日、
年末年始運休）
運行時間帯：８時３０分～１５時３０
分
運行本数：６便／日
運賃：４００円／回

利用が伸び悩んだ理由につい
てしっかりとした分析を行うべ
きとの評価結果を受け、公共
交通計画を策定した際に実施
したアンケート調査により利用
者の意見や課題を整理した
が、課題に対する具体的な取
組までは至っていないで状況
ある。

A

山間地域や市街地空白地
域において、需要に応じて
運行するデマンド型乗合タ
クシーを導入し、公共交通
空白地域の解消を図ること
により、市民の生活移動手
段を確保することができた。

C

・山間地域の一般利用者に
おいては、昨年度と比較し
輸送人員総数が約100人増
えている。(1,056人→1,151
人）
　一方、通学用において利
用する子どもの減及び下校
便の利用減により輸送人員
総数が減少。（1,900人→
1,111人）
　全体として、減った状況と
なっている。
・市街地空白地域において
は、昨年度と比較し、増え
てはいるものの、新規登録
がない状況である。

・運転免許を自主返納する市
民が増加傾向にあるなか、山
間地域、市街地空白地域の市
民は返納率が全体の約6％に
とどまっている。移動手段が減
ることに対し不安をもつ市民も
いると思われるため、市ホーム
ページ、市報、くらしの便利帳
等のほか、関係機関に対しデ
マンド型乗合タクシーの周知を
行い、利用者数の増加を図る。

・本市では６５歳以上で運転免
許を自主返納した人を対象に、
バス及び乗合タクシーで利用
できる交通利用券３万円を交
付している。乗合タクシー運行
対象地域においても年間数名
が申請しているため、申請のタ
イミングで乗合タクシーへの申
請が同時にできるよう、他部署
と連携し、上記の周知を含め取
り組む。

地方運輸局等における
二次評価結果
（関東運輸局）

令和４年度　地域公共交通確保維持改善事業・事業評価（地域公共交通計画／生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

④事業実施の適切性 ⑤目標・効果達成状況

山間地域の一般利用者数や市街地空白地域の利用者数が増加している点については評価出来るが、輸送人員の目標は未達成となった。新規利用者獲得に向
けて周知活動や他部署及び関係機関等と連携した取組をされることを期待する。
第三者評価委員会での有識者からの助言（下記）を、今後の検討の参考としていただきたい。
・事業者と自治体との間で対話しながら、路線の再編やダイヤ、運行方法の見直しの議論を行い、周辺環境や行動特性の変化などに対応していただきたい。
・「地域」と「事業者」と「行政」の三者で役割分担を行い、地域（住民・利用者）が主体的に関与する仕組みを構築していただきたい。



別添１

令和5年1月19日

協議会名：

評価対象事業名： 地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金

①運行事業者 ②事業概要
③前回（又は類似事業）の
事業評価結果の反映状況

⑥事業の今後の改善点
（特記事項を含む）

関東鉄道株式会社

神栖コミュニティバス（鹿島神
宮駅-小見川駅間）
系統：鹿島神宮駅～小見川駅
　　　  21.7㎞
運行回数：6便（3往復）／日
運行日：月曜～日曜
　　　　　(1/1～1/3運休）
運賃：170円～560円（区間制）
運行車両：ノンステップバス

　・利用者のニーズを踏まえた
ダイヤ改正

A
計画どおり事業は適切に実
施された。
運行日数：362日

A

事業が計画に位置付けら
れた目標を達成した。
目標：3.0人/便 （利用者数）
実績：4.3人/便
分析：コロナ禍ではあった
が，通院・買い物・観光等で
の利用や鉄道駅からの二
次交通として使用する方が
増えたためと考えられる。

引き続き，利用者ニーズを踏ま
えたダイヤ改正の検討や、市
内外の利用者に向けた利用促
進施策を行い、利用者増に向
けて事業を継続していきたい。

地方運輸局等における
二次評価結果
（関東運輸局）

令和４年度　地域公共交通確保維持改善事業・事業評価（地域公共交通計画／生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

神栖市地域公共交通活性化協議会

④事業実施の適切性 ⑤目標・効果達成状況

利用者のニーズを踏まえたダイヤ改正や、屋根付きバス停・駐輪場の設置を行うなど利用者の利便性向上に取り組まれ、１便あたりの利用者数の目標を達成さ
れたことを評価する。
第三者評価委員会での有識者からの助言（下記）を、今後の検討の参考としていただきたい。
・「地域」と「事業者」と「行政」の三者で役割分担を行い、地域（住民・利用者）が主体的に関与する仕組みを構築していただきたい。
・アフターコロナ、ウィズコロナを見据え、（一度中断された）利用促進に関するイベント等を再開（実施）できるよう、行政からもバックアップしていただきたい。



別添１

令和5年1月17日

協議会名：

評価対象事業名： 地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金

①運行事業者 ②事業概要
③前回（又は類似事業）の
事業評価結果の反映状況

⑥事業の今後の改善点
（特記事項を含む）

㈱青木観光

サワキ観光㈱

㈲沢木交通

地方運輸局等における
二次評価結果
（関東運輸局）

令和４年度　地域公共交通確保維持改善事業・事業評価（地域公共交通計画／生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

八千代町公共交通会議

④事業実施の適切性 ⑤目標・効果達成状況

利用者向けのマップや時刻表などを目的地に掲示をしたり、町内の商業施設等と連携した周知を実施した点については評価できるが、１日平均利用者数及び年
間延べ利用者数の目標は未達成となった。お試し乗車券を配布した結果、新規利用者を確保できているのか、利用がされていない場合はどのような理由で利用
しないのかなど利用動向を調査されることや、継続した周知活動を実施されることを期待したい。
第三者評価委員会での有識者からの助言（下記）を、今後の検討の参考としていただきたい。
・事業者と自治体との間で対話しながら、路線の再編やダイヤ、運行方法の見直しの議論を行い、周辺環境や行動特性の変化などに対応していただきたい。
・アフターコロナ、ウィズコロナを見据え、利用促進に関するイベント等を再開（実施）できるよう、行政からもバックアップしていただきたい。

デマンド交通「八菜まゎ～る号」
運行区域：八千代町内全域
運行日：月曜～金曜（土日祝
日、お盆8月13日～8月16日、
年末年始12月29日～1月3日は
運休）
運行時間帯：8時00分～17時00
分（8時便から16時便の1日9
便）
運行本数：9便／日
運行車両：3台
運賃：300円（ただし、第1種身
体・知的障がい者及び精神障
がい1級の方の介添人1名、妊
婦（母子手帳保持者）の介添人
1名、未就学児は無料）

利用者向けマップや時刻表につい
ては、お店（目的地）で掲示するま
たは配付するなど、利用者の気を
引くような仕掛け、工夫に心がけて
いただきたいとの評価結果を受
け、下記の取組を行った。

▼八菜まゎ～る号の利用登録募集
及び高齢者運転免許自主返納支
援事業（運転免許を自主返納した
65歳以上の高齢者に対し、八菜
まゎ～る号の利用券30枚交付）の
チラシを全戸配布した。
▼広報誌を活用し、八菜まゎ～る
号の無料乗車券を配布した。
▼町内医療機関及び商業施設等
と連携し、八菜まゎ～る号のPRを
行った。

A
事業が計画に位置付けら
れたとおり、適切に実施さ
れた。

B

事業が計画に位置付けら
れた目標を達成できていな
い点があった。
目標：1日平均利用者数
15.3人以上、年間延べ利用
者数3,690人以上
実績：1日平均利用者数
12.26人、年間延べ利用者
数2,955人
分析：長引く新型コロナウイ
ルス感染症に伴う外出自粛
により利用者が減少したも
のと考えられる。

▼新規利用者を継続的に確保できるよ
う、引き続き、お試し乗車券を配布する
等、利用促進のための施策に取り組ん
でいく。
▼町の高齢福祉部門と連携し、運転免
許返納促進事業を継続して行い、高齢
ドライバーの交通事故を防止するととも
に、「八菜まゎ～る号」の利用率向上に
繋げる。
▼「八菜まゎ～る号」を必要としている
町民が安心して利用できるように、引き
続き新型コロナウイルス感染症対策を
行い、運行を維持・継続していく。
▼当町にある交通手段の役割を整理
し、地域の特性にあった、より生活利便
性の高い交通網を整備していく。今後
は、地域公共交通計画の策定に向けた
アンケートや利用状況の推移を見なが
ら利便性向上に向けた取組を行う。



別添１

令和５年１月３１日

協議会名：

評価対象事業名： 地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金

①運行事業者 ②事業概要
③前回（又は類似事業）の
事業評価結果の反映状況

⑥事業の今後の改善点
（特記事項を含む）

(株)昭和観光
(株)かしま旅紀行
鉾田観光バス(株)
(有)出久根観光
出久根タクシー(有)
鉾田タクシー(有)
ヨヨギタクシー(有)

鉾田市デマンド型乗合タクシー
「ほこまる号」
営業区域：鉾田市内全域
運行日：月曜～金曜
運行時間帯：８時～１７時
運賃：５００円　※割引制度あり

前年度実施していないのでなし A
事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた。

C

事業が計画に位置付けら
れた目標を達成できなかっ
た。

・１日当たり平均利用者数
　目標　40人以上
　実績　39.1人
・収支率
　目標　11％以上
　実績　7.9%

分析：1日当たり平均利用
者数について、目標値を達
成できなかったものの、周
知活動により３月頃より大
きく増加が続いている。収
支率について、割引制度対
象者の利用が想定より多
かったことにより、目標値を
達成できなかった。

・認知度がまだ低い状況である
ため、市広報紙への掲載や市
内各施設と連携したPR等を実
施し、幅広く周知を図る。
・利用促進調査のため、利用者
アンケート等を実施する。

地方運輸局等における
二次評価結果
（関東運輸局）

令和４年度　地域公共交通確保維持改善事業・事業評価（地域公共交通計画／生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

鉾田市地域公共交通会議

④事業実施の適切性 ⑤目標・効果達成状況

1日当たり平均利用者数及び収支率の目標は未達成となったが、運行開始前より広報活動を積極的に取り組んだ結果、利用者数が運行開始当初よりも大きく増
加している点について評価出来る。乗合率も徐々に伸びているため、引き続き広報活動等を継続し、新規利用者の獲得につなげていただくことを期待する。
第三者評価委員会での有識者からの助言（下記）を、今後の検討の参考としていただきたい。
・事業者と自治体との間で対話しながら、路線の再編やダイヤ、運行方法の見直しの議論を行い、周辺環境や行動特性の変化などに対応していただきたい。
・「地域」と「事業者」と「行政」の三者で役割分担を行い、地域（住民・利用者）が主体的に関与する仕組みを構築していただきたい。
・アフターコロナ、ウィズコロナを見据え、利用促進に関するイベント等を実施できるよう、行政からもバックアップしていただきたい。


